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１．ウルトラマンにはあげない─地球人手当とは何か─
地球上のすべての人間ひとりひとりに，毎月毎月，お金が振り込まれる。同じ地球に住む人間だ
というだけの理由で，無条件に渡されるので，給料ではない。飢えたり，寒さに凍えたり暑さにや
られたり，雨や雪や強い日差しにさらされることがないように，国や地域の物価水準に応じて，ま
っとうに暮らしていけるだけの金額が渡される。これが地球人手当だ1。
地球人手当の理論序説
─グローバル・ベーシック・インカム論批判のために─
岡野内　　　正
1	 お金をもらっても何も買えないような地域では，現物支給もありうる。だがそのような地域では自給自
足が一般的であり，現物支給の必要が生じるのは，災害や戦争などのような緊急事態の場合であり，それ
は，緊急援助の対象だ。地球人手当は，市場経済のもとでの貧困対策である。なお，地球人手当とは，筆
者によるグローバル・ベーシック・インカム（Global	Basic	Income）の日本語訳である。ただし，内容は
後述のように論者によって微妙に異なる。ここでは，筆者の議論を展開している。地球人手当という日本
語には，英語の原語には必ずしも含まれない，次のような筆者の思いが込められている。第一に，地球人
ということばには，「核の冬」に始まり，環境ホルモンや地球温暖化の問題に連なる地球環境問題に伴っ
て議論されるようになった「宇宙船地球号」の乗組員としての連帯意識がこめられている。Planet-wide	
Basic	Incomeということばを使う論者もいる。第二に，手当ということばは，辞書的には，「労働の報酬」
という意味と，「賃金以外の出費の補填」という意味があるが，同時に，「あらかじめ準備しておくこと」
という辞書的な原義と，読んで字のごとく「手を当てる」，すなわちケアあるいは「世話を焼く」という
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これまでどおり，会社も活動を続け，工場では製品が造られ，店に届けられ，販売される。農家
は作物を育て，漁師は魚を取る。労働者は，会社に働きに行く。基本的な生活費は，地球人手当と
して振り込まれるので，あくせく働く必要はない。労働者の給料や，会社の経営者，自営業者のも
うけのかなりの部分は，地球人手当をまかなうための特別の税金として，持っていかれることにな
る2。
しかし，税金が相当増えることになっても，そのお金で，自分を含めて，地球上すべての人間の
基本的な生活が保障されるのだから，ほとんどの人々は，満足だ3。多国籍企業に就職することも
できるし，自由に会社を作り，グローバルなビジネスを展開しながら，世界中を駆け回ることもで
きる。そんな事業展開から上がる利益は，地球人手当の財源となって全人類のために役立てられる
のだから，高めの給料や利益からの配当金をもらいながら，飢餓に苦しむ人々の映像をみて，後ろ
めたい思いをすることもなくなる。もちろん，今の職場，今の職種に不満のある人は，さっさとや
めて，じっくりと自分にあった仕事と職場を探すことができる。食べるために，お金のために働く
のではない。ものをつくったり，人と接したりして，人の役に立つこと，人に喜んでもらえること
が楽しくって，人は働くようになる4。
はたして，今の人類は，そんなお金を払い続けることができるほどの経済的な力を持っているの
だろうか。すでに，試算した人も何人かいる5。全世界の総所得を総人口で割ってみると，たしか
に全世界の人々に地球人手当を配分することは可能だ。ただし，お金は物価の変動によって価値を
なくすことがある。お金のレベルでの試算は，信用できないという人がいるかもしれない。そのと
おりだ。経済的に最も重要なのは，お金よりも先に，まず人々の生活に必要な物資が生産されてい
ニュアンスも含まれてくるところがおもしろい。この意味を明確にするには，「地球人の相互ケア」，ある
いは「地球びとの互いの世話焼き」，といったことばのほうがいいかもしれない。
2	 なお，財源についても諸説あり，課税によるもの（これはさらに所得税，法人税などの直接税と，消費
税や資本・為替取引税のような間接税によるものとがある）と，温室効果ガスの排出権取引のように天然
資源の利用権を販売した収益をあてるといったものとに大別される。また，個々人への配分についても，
さまざまに議論されており，既存の国家がこれを担当するとするものと，新しい国際機関を作るという提
案とに大別される。
3	 これはもちろん，さらにいくつかの条件によって制約されるべき仮定的推論である。ここでの目的は，
全体像の提示に意味があるユートピアの概略を示すことなので，あえてこう表現した。筆者はかつて
1990年代初めのデンマークで，自分は給与所得のほとんど60％を税金で払っているが，それでもいいんだ，
あの町（コムーネ）議会でその使い方を俺たちが決めることができし，貯金と同じことさ，という住民の
発言を聞いた。このような発言の背後には，行政をチェックする市民のオンブズマン制度を含めて，小規
模な住民自治組織における住民相互のコミュニケーションの長い歴史がある。この問題については，２－
５で検討する。
4	 この点についても，論者の人間観，仕事観を反映して，さまざまな議論がある。筆者にとっても，多く
の人々にとっても，ベーシック・インカム導入論の中心的論点である。
5	 た と え ば，Frankman	2004，2008な ど の 同 氏 の 一 連 の 論 考，Global	Basic	Income	Foundation	2004,	
Okanouchi	2010	など。
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るかどうかだ。貨幣の問題は，分配の技術的問題にすぎない。その点で重要な事実は，すでに
1970年代以来，全世界の食糧，衣料などの基本的生活物資の生産能力は，世界人口の生存に必要
な水準をはるかに追い越してしまったことだ6。人類は，歴史始まって以来の豊かな時代に突入した。
コンピュータを活用した自動制御のロボット技術を用いて，あくせく働くことなく，全人類が，ゆ
ったりと暮らしていけるほどの技術水準と生産力。それなのに，いつまでもなくならない飢餓と内
戦。全世界を襲う失業と貧困。戦争の恐怖と競争に急き立てられて，膨大な兵器を含めて，無駄な
新製品を造っては捨てることを繰り返してきたために，ついに，地球温暖化や累積した有害廃棄物
によって，地球環境全体が危機に瀕している7。
地球上の多くの人々は，グローバル化した現在の社会の仕組みの中で，自分の仕事と生活が，自
分ためにも，人のためにも，あるいは地球環境のためによくないと気がついている。わかっていな
がら，生活のためにはしかたないよ，と今の暮らしを続けている。冷戦が終わっても北朝鮮やイラ
ンのような国がある限り，中国やインドのような不安定な大国がある限り，軍備強化もしかたがな
い，と認めてしまっている。
しかし，全世界の人々が，自分たち全員に一人残らず，つつましやかだが，まっとうな生活を無
条件で保障するのに必要なだけの物資くらいは，全世界の生産物から断固としてとりのけてプール
して置くという点で，強く一致するとどうだろう。そして，実際に，分配をはじめてみるとどうだ
ろう。この仕組みへの信頼感が高まるとともに，人々は，自分の判断で，一歩一歩，歩み始める。
6	 住宅と衣料については，異論はないだろうが，食糧については，異論があるかもしれない。したがって，
この点の厳密な証明は，別個の統計的研究を必要とするかもしれない。だが，今日の食糧危機論には，食
糧貿易のデータをもとに，価格高騰の見通しから食糧危機を論じる（それは2008年に世界各地に起こっ
た食糧暴動を反映するものではあるが）ものが多く，全世界の食糧生産量，さらには，生産能力を全面的
に問題にするものではない。そのような方法的問題も含めて，さしあたり，飢餓問題に関する古典という
べきGeorge	1975=1982,		Lappe	et	al.	1998=1988などの議論，またバイオ燃料開発の可能性を検討すると
いう文脈からのものではあるが，最近の川島	2008による食料生産統計の分析を参照されたい。なお，中
国がアメリカなみの消費パターンに追随すると地球環境危機とともに深刻な食糧危機に陥るという，それ
自体は重要な問題提起だが，一面的なBrown	2001=2005に対する，川島2009の批判も参照されたい。
7	 Lomborg	2001=2003のような統計の使い方に関する批判もあるが，レスター・ブラウンらのワールド
ウォッチ研究所（World	Watch	Institute）によって1984年から出版され，1993年から日本語版も出版され
るようになった『地球白書（State	of	the	World）』は，地球環境危機の全体的イメージと対策の方向性に
関する有益な情報を多く含む。残念ながら地球人手当に関する言及はない。いったいどれほど地球が危機
なのかというこの種の論争に際して方法論的に重要なのは，競争的な資本主義のもとでの生産能力のめざ
ましい発展の仕方の中に，同時に，重大な問題と恐ろしい危険が含まれているという二面性と矛盾をつか
むことであろう。ナチスの毒ガス使用のジェノサイド，アメリカの原爆投下，インド・ボパールの化学工
場事故，そしてチェルノブイリにいたる原発事故に注目して，この問題をリスク社会論として展開した
Beck	1986=1998および，それの発展として世界リスク社会論を説くBeck1997a=2003,	1997b=2005,	さら
にBeck	2002=2008などを参照。兵器生産全般については，中野2001，核兵器や宇宙兵器について，
Caldicott	2004=2008などを参照。
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病的でない普通の人々は，そんなことをしなくても生活できるのに，人を殺す準備（殺される準備
かもしれない）をして，人を殺す道具を造り続けるだろうか8。全世界の軍人や軍事組織で働く人々
が，武器生産企業の労働者たちが，やる気をなくし，転職の道を選び始めるだけで，世界は，大き
く変わる。さらに，ほかの人々も，いまの仕事にしがみつくことをやめ，自分と人と地球のために
よりよい仕事と生活を選ぶ気になったらどうだろう。全世界の人々の自由な選択によって，グロー
バル化した人類の社会の仕組みそのものが大きく変わってくるかもしれない9。
自由に生きるすべての人がなにかのきっかけで一文無しになって落ちぶれ，犯罪に走ることがな
いように，せめて最低限度の生活くらいは，社会で保障しようという考え方は，16世紀のヨーロ
ッパに現れた（トマス・モアThomas	More，ビーベスJuan	Luis	Vives）。もっとも，ただしまじめ
に働く意思のある人だけ，といった制限はつけられていた。18世紀の終わりには，歴史的考察か
ら私的所有権の正当性を疑い，すべての人に無条件で一定量の資産が与えられるべき，という考え
方が現れた（コンドルセMarquis	de	Condorcet，トマス・ペインThomas	Paine）。この両者を結合
して，無条件に生活を保障する所得を与えるという発想が現れたのは，19世紀半ばとされている
8	 Caldicott	2004=2008第３章は，核兵器開発に従事する科学者に関する人類学的研究などに依拠しなが
ら，破壊力の開発それじたいに異様な喜びを感じる人々について報告している。そのような職場では，自
分の仕事に対して疑問を抱くことが病気とみなされるという。
9	 2000年にオランダのアムステルダムで設立され，2004年からウェブサイトを開設したグローバル・ベ
ーシック・インカム財団（Global	Basic	Income	Foundation）の議論を若干紹介しておこう。（ウェブサイ
トによれば，代表理事（Managing	Director）として，René	Heeskens，監事会（Supervisory	Board）と
して，Paul	Metz（議長・Chairman），Michiel	van	Lunteren,	Martin	Drenthenの名前が挙げられている。）
そのウェブサイトでは，「グローバル・ベーシック・インカムとは，すべての国のすべての人々に無条件
に与えられる最低限の所得保障（guaranteed	minimum	income）」としたうえで，①基本的な（Basic），②
無条件の（Unconditional），③ひとりずつに(To	each	person)，④子どもにも(Children)，⑤グローバルに
(Global)，という特徴についてさらに説明されている。以下，ウェブサイトからその内容を要約しておこ
う（Global	Basic	Income	Foundation,	n.d.）。
①	基本的な最低限のベーシック・インカムに加えて，人々は，さらに仕事を続けて収入を得ることがで
きるし，さまざまな社会保険や疾病，失業給付などを受け取ることになる。飲用水，食糧，衣料，住
居，プライマリー・ヘルスケア，教育に加えて，何が，基本的な生活に必要かは，「気候条件や，文
化的価値（cultural	values）など」によって異なる。
②	労働の義務を条件とはしない。金持ちにも支給する。いかなる条件もつけずに，すべての人間が，生
まれながらに受け取る権利を持つものとする。
③	家族形態や職業の違いによってどのような生活をしているかにはかかわりなく，ひとりひとりに対し
て，無条件に支給される。
④	全世界で数百万の子どもたちが，基本的な生活手段を奪われているため，生後すぐの子どもにも支給
されるものとすることが望ましい。
⑤	国連のもとで，すべての国が合意することによって，導入されることになる。実際の支給にあたって
は，国連のもとで設置される新しい国際機関が担当するか，あるいは，各国政府が自国民に対して国
際的な標準とガイドラインに沿った形で支給する責任を負うということになる。
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財源については，次のような３通りの方法か，それらの組み合わせが提案されている。
①	国連加盟国が，それぞれのGDPから同じ比率を拠出する。各国政府の国内での調達方法は，自由と
する。
②	地球規模の課税。たとえば，大気や大洋のような人類全体に属するような，グローバルなコモンズ
（共有財産）の使用（漁猟，海底採掘，海上航行や航空機の通行，電子通信機器による電磁波の通過
など）に対する課税。さらに，気体燃料の使用，二酸化炭素排出，漁獲割り当て，さらに国境を越え
る環境汚染への課税。
③	地球使用権売買制度（Earth	Dividend	System）の導入。地球の使用権市場を開設し，天然資源利用
のために地球の一定部分の期限付きの使用を望む企業が，払い込む資金を配分する。
興味深いことに，次のような利点，難点，興味深い点が挙げられている。
まず利点としては，次の10点。
①	すべての人間を飢えと極度の貧困から守ることができる。
②	環境破壊と人間の命を脅かす現在の経済のグローバル化の問題点を解決し，経済のグローバル化が，
すべての人の利益となる。
③	人々に，人間としての連帯の意識を与える。
④	人間どうしの敵対を和らげ，人類共同で問題解決に当たる意識を作る。
⑤	飢えと貧困に起因する暴力的紛争や環境破壊をなくす。
⑥	生存のために費やされている人々の時間とエネルギーを，世界市民としての社会的・政治的な活動に
振り向け，民主主義を強めることができる。
⑦	賃労働への人々の依存をなくすので，低賃金，長時間，危険労働などがなくなる。労働市場が，自由
で公正なものとなって，経済的搾取が防止される。
⑧	人々が，自分の能力を自由に伸ばせるようになる。
⑨	消費と生産中心の価値観を転換させ，人々が十分に考慮しながら，自由な市場を通じて，次の世代の
ために有用な仕事をするようになる。社会と人間性を改善させるボランティア活動が発展する。
⑩	単純な仕組みなので，検証しつつ，実行することが比較的容易である。
難点としては，次の２点。
①	政治，経済，文化的環境の違いから，導入に向けての，グローバルなレベルでの合意の形成が困難。
②	世界的に同一水準の金額を支給するとなれば，各国ごとの価格水準や経済状況や文化的背景の違いの
ために，かなりの混乱が起こる。だが，各国ごとに支給水準を変えるとすれば，仕組みが複雑となる。
人々の勤労意欲に悪影響を及ぼさないような水準を決定するためには，きめ細かな実験が必要となる。
興味深い点としては，次の３点。
①	ベーシック・インカムは，福祉国家に対する代替案として先進国で議論されているだけでなく，ブラ
ジル，南アフリカなど，これから福祉制度を整備しようとする途上国で，単純で効果的で官僚機構に
費用がかからない制度として導入が真剣に議論されている。
②	事 実 上 の ベ ー シ ッ ク・ イ ン カ ム 制 度 で あ る ア ラ ス カ 恒 久 基 金 配 当（Alaska	Permanent	Fund	
Dividend）の導入の結果は良好であり，貧困層の状況が改善され，合衆国の他州と比べて，貧富の格
差が少なくなった。
③	多くの貧困対策が提案されているが，いずれも，近い将来に貧困を解消する展望を打ち出せていない。
抜本的で普遍的な対策が求めてられている。
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（シャルリエJoseph	Charlier，J・S・ミルJohn	Stewart	Mill）10。しかし，全世界の飢餓や貧困や，生
まれ（性別や民族的出自など）による差別，環境問題を解決する現実的な政策課題として，全世界
的な無条件の最低生活保障の導入が提案されたのは，ようやく1980年代のヨーロッパからであっ
た11。当時，グローバル化する経済に対応しきれずに財政破綻する福祉国家政策への対案として，
10	さしあたり，Vanderborght	&	Parijs	2005	の第一章の英訳抜粋を「ベーシック・インカムの歴史（History	
of	Basic	Income）」 と し て 掲 載 し て い るBIENの ウ ェ ブ サ イ ト（http://www.basicincome.org/bien/
aboutbasicincome.html#history:	2009年8月20日取得）を参照。優れた入門的概観の書である山森2009も，
歴史について触れている。ただし，「ベーシック・インカムの起源は16世紀よりも1000年以上古く，律令
国家まで遡ることができるとも言える」（山森2009：187）とする議論の方向には賛成できない。およそ
共同体というものは，定義からして，成員の対する何らかの生活保障の仕組みを持つ。問題は，その共同
体成員がどこまで平等で，自由であるかということだ。最低限の生活を保障しようという構想が人類史上
初めて出現したのは16世紀のヨーロッパ（トマス・モア，あるいはむしろビーベス）だとするヴァン＝
パレイス（Van	Parijs）の議論は，ルネサンスと宗教改革を経て，自分の肉体と自分の魂を自由に始末す
ることを覚えた人間を念頭におきながら，なおかつ，最低限の生活保障が提起された点に画期的意義を見
出すものだ。Van	Parijs	1995＝2009:14が，「自己所有権（self-ownership）」という概念を用いて，「いか
に民主的であろうと，各人に何らかの自己所有権を与えないとしたら，その社会は自由ではありえない」
として，「市民は，彼自身に属するのではなく政治的共同体に属するのだ」と主張するプラトンやアリス
トテレスの共同体観念と近代的な自由を基礎とする政治的共同体とを明確に区別したのも，同じ共同体と
はいっても，その成員が持つ自由の違いを強調したかったからではないだろうか。とはいえ，ヨーロッパ
以外の地での思想的伝統の中に，ベーシック・インカムにつながる思想を見出すという方向には賛成であ
る。とすれば，平等な人間たちの自然とのかかわりの中に生活保障とエコロジカルな調和を展望した18
世紀の安藤昌益あたりから始めるのがよいのではないだろうか。
11	Van	Parijs	1995=2009:369，注67は，1980年代から「全ての人々のための国連所得」を訴えてきた芸術
家のパンフレット（Kooistra	1983，ただし筆者未見。コイストラは1998年に亡くなっているが，彼の遺
志を継ぐNGOであるStichting	UNO-inkomenは今でもオランダを拠点に活発に活動しており，ウェブサイ
ト（http://www.uno-inkomen.nl/:2009年８月20日取得）から多くの情報が得られる），さらにスウェーデ
ンの哲学者による1990年のBIEN研究大会での報告（Adler-Karlsson	1990）をあげている。Van	Parijs	
1995=2009；368-9も，「われわれは世界規模での十分な再分配メカニズムの導入，さらに言えば，終局的
に個人を給付単位とするあらゆる人間を対象とした持続可能な最高水準でのベーシックインカムの導入と
いう目的を追求せねばならない」と宣言している。ただし，「少数の国以外では適切にコンピュータ化さ
れた支払いシステムは利用できない」という「単なる技術的理由」によって，「この理念は政治的アジェ
ンダとなるのは程遠い」と結論付けている（369）。とはいえ，その上で，グローバルな再分配をめざす
世界規模のベーシック・インカムの議論を「素朴なユートピアとして軽々に退けられるべきではない」
（同上）と擁護した上で，次のような二つの戦略を提起している。すなわち，これまでの国民国家の枠を
超えるEUのような方向性を持つ民主性の拡張（democratic	scale-lifting）と，それとは若干矛盾する場合
もあるが，現行国家の枠のままで，コンセンサスによって実質的にグローバルな再分配に近づいていく連
帯的愛国主義（solidaristic	patriotism)である（369-74）。
　このような哲学的アプローチに対して，カナダの政治経済学者フランクマンは，Frankman	1996,	
1997a,	2002a,	2002bといったグローバルな課税問題についての歴史的考察も含む一連の論考，Frankman	
1997b,	1997c,	2000を経て，2004aに集大成される「グローバルな民主主義的連邦制（Global	Democratic	
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全国民に対する無条件な所得保障政策が脚光を浴びるようになった。それは，ベーシック・インカ
ムと呼ばれるようになり12，ヨーロッパ規模の研究ネットワーク（BIEN:	Basic	Income	European	
Network）が作られた。21世紀を迎える直前には，地球規模のネットワーク組織（BIEN:	Basic	
Income	Earth	Network）に発展し，ヨーロッパの少なからぬ政党がマニフェストに導入を掲げ，
アイルランドや南アフリカでは，政権の政策課題として真剣に検討され，ブラジルでは，導入促進
の法律まで作られた。日本でもようやく最近になって，このベーシック・インカムについての研究
書や一般書の出版があいつぎ，政策課題としても検討されるようになってきた13。
Federalism）」に関する仕事を踏まえて，Frankman	1998,	2001,	2002c,	2004b,	2005,	2008などで，地球規
模のベーシック・インカムについての，財源に関する課税論を含む多面的な議論を展開している（これら
の論文の多くは，同氏の個人サイト（http://mfrankman.googlepages.com/index.htm	:2009年５月22日取
得)からアクセスできる）。このような流れの中に先述のグローバル・ベーシック・インカム財団の活動が
ある。
12	Van	Parijs	1995=2009:56， 注 ３ は， ベ ー シ ッ ク・ イ ン カ ム と い う こ と ば を 最 初 に 用 い た の は，
Tinbergen	1953だとしている。さらに，その後1970年代半ばからオランダ語で同義語が広く使われるよう
になり，英語では，イギリスでのパーカーの議会報告（Parker	1983）以来広まり，同国での1984年の
Basic	Income	Research	Group創設の際に用いられ，さらに1986年のBIENの創設でも用いられるにいたっ
たとする。
13	ベーシック・インカムをめぐる全世界の動向としては，BIENのニューズレターが各国ごとの動向を詳
細に掲載している。前注８であげたBIENのウェブサイトの「リンク」からヨーロッパ・ネットワークだ
った時代の1980年代のニューズレターも含めて，PDFの形で取得できる。筆者は，2009年7月にチリのサ
ンチアゴで開催された国際政治学会（International	Political	Science	Association:	IPSA）の大会（３年に
一度開催される各国の政治学会の連合体の研究大会。詳しくは，IPSAのウェブサイトを参照）に参加し
たが，主要テーマセッションのひとつとしてベーシック・インカムのパネルが設置され，大規模なセッシ
ョンになると，強烈な使命感に燃えたブラジルの上院議員でもあるスプリシー（Eduardo	Matarazzo	
Suplicy）氏やIPSA元会長のキャロル・ペイトマン(Carole	Pateman)氏とが，必ず発言を求めてベーシッ
ク・インカムの理念を話題にし，経済ではなく，政治の問題であることを強調していたのが印象的であっ
た。また，2010年６月にブラジルのサンパウロで行われたBIEN世界大会にも参加して報告した。筆者も
含めて日本から５名が報告したほか，インドネシア，韓国，イランなどからの報告が議論の広がりを示して
いた。日本語で手に入るものとしては，前述の山森2009やParijs1995=2009，2004=2008，英語圏を中心
してヨーロッパ全体にまたがる論争について，斉藤2006a，2006b，2008，Fitzpatrick	1999=2005，菊池
2006，西岡2004，フランス，イタリアなどのラテン系ヨーロッパの論争について，Lazzarato2002=2007，
Negri1998	=2007，Fumagalli	&	Lucarelli2007=2007，Caille	1996=2007，やや早い時期のイギリスの中心
的論者のひとりであるRobertson	1985=1988，最近の市民年金構想との関連で藤森2006，1960年代アメリ
カ で の 興 味 深 い 論 集 で， エ ー リ ッ ヒ・ フ ロ ム（Erich	Fromm） や マ ク ル ー ハ ン（Herbert	Marshall	
McLuhan）など，広範な分野の人々が寄稿しているTheobald（ed.）1966=1968，フランスについて，都
留2004，原田2007，ドイツについて，Werner2005=2007，2007=2009，小野2007，2008，スウェーデン
について両角2006，南アフリカについて，牧野2006，2007，ブラジル，アルゼンチン，ベネズエラにつ
いて，廣瀬2007，などがある。日本については，社会政策の立場からの小沢2002，2007，そして日本に
おける導入について論じた武川編2008の諸論文や座談会の議論，日本での経済的な実行可能性について
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日本での議論に影響を与えている理論家としては，やや乱暴な分類だが，エコロジー系のアンド
レ・ゴルツ（André	Gorz）やジェイムズ・ロバートソン（James	Robertson），福祉国家論のクラウ
ス・オッフェ（Klaus	Offe），正義論のヴァン・パリース（Van	Parijs），そして帝国論のアントニ
オ・ネグリ（Antonio	Negri）およびマイケル・ハート（Michael	Hardt）が挙げられるだろう。ベ
ーシック・インカム論を中心に研究しているヴァン・パリースを除けば，いずれも，グローバル化
を含めて，現代社会論の広範な論点をカバーする論客である。そして，それぞれの独自な理論構成
の中に，ベーシック・インカムの導入を位置づけている。
もともとベーシック・インカムの発想は，国家の枠を超えて，全人類を対象とするものであった
14。しかし，より現実的なベーシック・インカムの導入をめぐる議論に熱中するうちに，この点が
忘れられ，いつのまにか一国規模の導入が前提とされてしまうことは，日本のみならず，BIENな
どの国際的な議論の場合でも同様である。だが，今日ほどグローバル化進んでしまった状況のもと
では，一国規模のベーシック・インカムの導入は，地球規模の連携なしでは，決してうまく機能し
ないだろう15。さらに筆者は，一国規模のベーシック・インカム（もどきというべきか）が，たと
の吉原2009，経済学からの浦河2007，緑の政策との関連での福士2006，環境経済学からの片山2008，公
共哲学からの塩野谷他編2004の諸論文，政治哲学の熟議民主主義との関連での田村2004，日本国憲法の
勤労の権利と義務との関連について論じた實原2007，同じく法学から秋元2008，教育学から，若者自立
支援政策との関連での横井2006，勤労倫理に関する新谷2008，などを参照。さらに山森・橘木2009のよ
うな経済学の立場からの対談，さらに立岩真也・斎藤拓2010も出され，その第３部に便利な文献案内が
ある。また，2010年３月のBIEN日本支部創設大会を受けて，『現代思想』2010年６月号で「ベーシック
インカム」の特集が組まれている。現実政治のレベルで問題にされたのは，2004年10月15日に当時の民
主党参議院議員朝日俊弘氏が参議院本会議で「ベーシック・インカムの導入は考えているか」と質問した
のに対し，当時の小泉首相が「わが国の社会保障政策の基本は自助と自立だ。すべての個人に対して無条
件に最低限の所得保障を与えることに対して国民の合意を得るのは難しい。」と答えたのが，最初のよう
であり，その後参議院の各種委員会でも議論になっている。また2004年には，中村敦夫氏らの「みどり
の会議」が，公約に「年齢にかかわりなく所得を失った段階で受給権が発生する基礎所得保障制度」を掲
げた。以上の日本の政治における動向については，齋藤拓氏による「ベーシック・インカム」と題するサ
イトの「日本での言及」の項目によるが，そこからは原資料へのリンクもある（http://www.ritsumei.
ac.jp/acd/gr/gsce/d/b03.htm:	2009年５月31日取得）。さらに2009年になって，「新党日本」が，マニフェ
ストにベーシック・インカムを入れた。同党代表の田中康夫氏は，山崎元氏の議論に基づくとして，「国
民配当」として，一人当たり５万円を配れば，総額70兆円となり，現在の社会福祉の支出80兆円を振り
向けて小さな政府にするだけで可能である，としている。田中氏は，小さい政府が実現し，労働組合が不
要になるという二点で，「目から鱗」とし，ベーシック・インカムを評価している。（新党日本のウェブサ
イトにある2009年１月以降のテレビ番組の動画など参照。http://www.love-nippon.com/mov_tanaka_
basic.htm#4：2009年５月31日取得）。
14	Van	Parijs	1995=2009の最終章最終節（6.8）の論理展開を参照。
15	フランクマンは，国際労働力移動を含む，世界的な労働力の流動化，失業の増大を指摘しながら，「惑
星規模の市民所得（Planet-Wide	Citizen’s	Income）；地球規模の人種隔離政策（Global	Apartheid）への対
案」と題する論文で，次のように宣言する。「このようなグローバルな相互関係の広がりによって，もは
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えばイスラエルの場合のように，グロテスクなナショナリズムに流用される危険性を考えるとき，
あくまでも地球人手当の導入を展望するという立場をつかんで離さないことが重要だと考える16。
それにしても，地球人手当の導入についての合意は，さしあたりは，ローカルなレベルから始め
ねばならない。本稿は，日本でのベーシック・インカムに関連する議論の状況をにらみながらも，
国際的な議論への介入の準備となるように，論点を整理する試みである17。さらに，グローバル化
に関する議論を一歩進める試みでもある18。さまざまに批判をいただきながら，議論が広がってい
けば幸いである。
２．実現したらどうなるの？─批判のための理論的視角─
２－１．みんなが殿様！―階級分析―
地球人手当が実現している世界を階級の視点からみれば，どのように分析できるだろうか19。
や政治的に意味のある局地的な『解決策』は不可能になった。単純化して言えば，すでに安定した地球規
模の統合市場は，地球規模のセイフティ・ネットを必要とする。国民的な所得保障の仕組みを導入するこ
とをもっとも熱心に訴えているフィリップ・ヴァン・パリース（Philippe	van	Parijs）の言葉を使えば，
普遍的＝世界的な社会配当（a	universal	social	dividend）こそ，『すべての人にほんとうの自由（Real	
Freedom	for	All）』を提供するだろう。地球規模の公共財政の仕組み（a	global	system	of	public	finance）
に支えられた，地球規模の市民所得（a	global	citizen’s	income）の導入によって，すべての国は，環境や
社会を破壊する諸政策を，競争の名のもとに追及する必要がなくなる。私の見解では，人々のためになる
世界規模の経済的な仕組みを作り上げるには，人々のためになる政治的な仕組みを作ることが必要である。
すなわち，局地的なレベルから，地球規模のレベルにいたるあらゆるレベルで，民主主義的な制度と実践
を作り出すことが必要だ。」（Frankman	1998）
16	イスラエルに在住するユダヤ系住民が，男女問わず課せられている兵役義務の代償として年金，医療，
保険などの優遇措置を受け，事実上の最低生活保障が行われていること，それが，アラブ系住民との間の
差別，さらに占領地住民との間の差別にとなっていることについては，さしあたり，岡野内1997を参照。
17	前注12で触れた日本の諸文献では，もっぱら一国レベルの導入が前提となって議論が展開されている。
たとえば，「BIの主張は世界規模のBIという話に当然なるのだが，その実現は，まず直感的に，たいへん
困難なことのように思われる。…人はたくさんいるのだが，生産が過少である。」（立岩・斎藤2010；79）
とされる。わずかに斉藤2004が，「世界規模のベーシック・インカム」への関心を示して2002年のBIEN
大会報告から関連の文献紹介を行ない，環境経済学による地球環境問題への取り組みの観点から片山
2008；68-73が，環境権型としてロバートソンのグローバル･ベーシック・インカム構想（Robertson	
2005），所有権型としてヘースケンスの「地球配当」論（Heeskens	2005）などを紹介し，山森2009；
245-6が，「環境問題と貧困問題をグローバルな視点で結びつけよう」とする構想として，その「地球配当」
論と，温室効果排出ガスへの課税を財源とするブシラッキの「地球ベーシック・インカム」論（Busilacchi	
2005）に触れているのみである。
18	グローバル化の議論は，ついに，コスモポリタニズムに移行しつつあるが，そこでも，地球人手当のよ
うな議論は，ほとんどなされていない。そのために，議論が抽象的なレベルに具体的な政策を志向する議
論になりえていないように思われる。哲学的正義論の立場から世界の貧困問題に挑み，地球資源配当論を
提案するPogge	2008=2010は興味深いが，それは貧困層のみを対象としたものであり，ベーシック・イン
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第一に，地球上すべての人間が，生活できるだけの所得を保障されるのだから，自分の労働力を
時間決めで売らなければ生活できない人は，地球上から存在しなくなる。すなわち，近代的な賃金
労働者階級は，社会階級として消滅する。もちろん，多くの第三世界や一部先進国でも見られる，
近代以前的な奴隷労働や児童労働，長時間労働や危険労働も消滅する。また失業者に対する保障制
度の発達していない諸国で失業者が陥っている貧困も解消される。
第二に，地球人手当のように，無条件で，生活に必要な物資の供給を保障される階級にもっとも
近いのは，ヨーロッパや日本の封建社会で見られた，底土権に基づいて徴税権を行使する領主階級
であろう。封建領主たちは，生産と流通に携わる農民や手工業者や商人たちが，農地や作業場や店
舗を所有することを認めたが，それは，上土権としてであった。領主階級は，重層的な土地所有観
念にもとづいて，底土権としてそれらの土地の所有権を主張し，それを根拠に自分たちの生活に必
要なお金あるいは生産物を徴収したのである。これと同様に，地球人手当を支給する全人類は，地
球上の全経済活動を課税対象として，全人類が生活するのに必要な基本的生活物資（あるいはそれ
を代表する価値部分）を徴収し，全人類がそれぞれの居住地で基本的な生活を送ることができるよ
うに，実質的に平等な分配を行うのである。すなわち，地球人手当とともに，全人類が新しい単一
の領主階級になる。
第三に，全人類が，領主階級になったからといって，地球上から，他の階級の姿が消えるわけで
はない。なるほど，地球人手当をもらうという点では，すべての人類が，単一の領主階級という社
会階級を形成する。しかし，封建時代の領主階級の中には，鉱山などの経営を行い，資本家階級と
しても機能する人々もいた。また，領主階級の下層（下級武士など）の中には，家族とともに問屋
制的な手工業品生産に従事して，同時に労働者階級として機能する人もいた。現代でも，零細企業
の資本家（出資者）の多くは，同時に賃金労働者でもある。さらに，労働者が出資者となって運営
する労働者協同組合企業（ワーカーズ・コレクティブ）では，資本家と労働者とが同一人物の中で
一体となっている。地球人手当をもらうすべての人は，新しい領主階級として地球人手当を受け取
ると同時に，副業として，ある人々は，資本家の役割を果たして自分の資金を投資し，ある人々は，
労働者の役割を果たして自分の自由な時間を使って賃労働に従事するということになる。すなわち，
副次的な階級関係として，資本家と賃労働者との関係，さらに近代的地主階級とそれらの諸階級と
の関係も残るだろう。
第四に，それにもかかわらず，全人類が，領主階級としてのみ機能することを選び，副業として
資本家や賃労働者として生産と流通に従事する人間がいなくなった場合は，領主階級みずからが，
生産と流通に従事せざるをえなくなる。それは，ストライキが長引いたときに，管理職が駆り出さ
れて，機械などの労働手段を動かすのに似ている。あるいは，数年にわたって篭城する領主階級の
カムではない。
19	階級をはじめ，ジェンダー，ネイション，エコロジー，公共圏といったキーワードで示される概念との
関連で，社会開発理論を整理するという筆者の試みについては，岡野内2004を参照されたい。
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人々が，自ら城内で作物を作り，自給するのと似ているというべきか。そこでは，自分たちの消費
に必要な以上のもののために労働することは一切なく，本当に必要なものだけが，必要なだけ，作
られることになるだろう。地球人手当を支給するような人類のもとでは，ロボット生産や自動制御
の技術がフルに活用され，実際に人間が労働に従事する時間は，極限まで減らされるだろう。とは
いえ，基本的な生産手段，農地や工場や生産・流通設備が，会社や個人の所有のもとにあるままで，
地球人手当が導入されるとすれば，このような事態は，全世界規模で，資本家が生産サボタージュ
を行うか，労働者がゼネストを行うかの場合以外には，ありそうにない。その場合には，いずれに
せよ，それらの生産手段は，地球人手当の支給のために，接収され，強制使用されることになるだ
ろう。かつてのソ連や東欧型の社会主義的な生産手段の社会化である。しかし，その場合でも，ボ
ランティアで労働に従事して必要な生産・流通に従事してくれる人が十分にいれば，ただちに労働
の義務制を導入する必要はない。すなわち，地球人手当が支給される世界のもとで，副業として資
本家や労働者として機能しつつ生産を行うことを選択するものがまったくいなくなった場合，そし
てボランティアによって必要最小限の生産・流通活動が運営されない場合，地球人手当の無条件支
給の原則が破綻し，労働の義務制を導入する必要が生じてくる。
第五に，すべての人類が新しい領主階級の一員となった状況のもとでは，副業として，資本家あ
るいは賃労働者として機能する人々の間の副次的階級としての力関係は，大きく変化する。さしあ
たりは，労働者の機能を果たす人々にとって圧倒的に有利になる。いやな仕事をしなくても生活し
ていけるのだから，魅力のない仕事，低賃金，長時間の労働に従事している労働者は，どんどんや
めてしまうだろう。それでも働こうという労働者たちの要求によって，賃金は上がり，労働条件は
改善されるだろう。魅力のない職種，職場，さらには，魅力のない産業は，労働者不足によって消
滅することになるだろう。しかし，魅力のない職場をやめた労働者が，魅力的な職場や職種，産業
に殺到することによって，魅力的な職場や職種，産業の賃金は，場合によってはゼロにまで下がる
だろう。地球人手当があるかぎり，労働者は，ゼロの賃金でも生活できるからである。労働組合は，
賃金下落に抵抗するだろうが，マイナスになるのを阻止する以上にその闘いが社会的支持を得るの
は困難かもしれない（最低賃金法も同様であろう）。すなわち，地球人手当が支給される条件のも
とでは，労働者の賃金は，職種によってはゼロにまで下がりうるが，それにもかかわらず，労働者
の状態は，全般的に改善され，危険で過酷な職種や職場において改善は著しくなる。
　第六に，資本家として機能することを選ぶ人々は，地球人手当プラスアルファの収入を求めて
あえて賃金労働者として働こうとする人々を惹きつけるだけの賃金と労働条件を設定して，賃労働
者を確保することに，もっとも苦労するであろう。労働者を惹きつけるための高賃金は，生産物
（サービス）価格に転嫁されるから，社会的に必要のない物資やサービスを提供する産業の利潤は
低下し，投資が鈍り，そのような産業じたいが，次々と淘汰されていくだろう。逆に，労働者にと
って魅力のある産業は，労働者と資本家をひきつけ，発展するだろう。すなわち，地球人手当の導
入は，労働者の状態を改善する方向で，産業構造を転換させる。
第七に，地球人手当というセイフティ・ネットが完備されることによって，事業の失敗によって
26
路頭に迷う心配がなくなるため，小規模自営業の起業が容易になる。また，都市の零細業者や農山
漁村の農林水産業の自営業者も，より自由な事業展開ができるようになる。すなわち，地球人手当
の導入によって，ローカルな市場経済が活性化されることになり，零細な自営業者（プチ・ブルジ
ョア階級！）として機能する人々の数は増大するだろう。
第八に，世界のどの地域に住んでも，その地域の標準的な生活水準が無条件に保障されるために，
生活維持のために職を求めて遠方に移住する人は少なくなるだろう。つまり，生計を維持するため
という，農村から都市への出稼ぎや，第三世界諸国から先進国への出稼ぎへの強力なプッシュ要因
がなくなる。むしろ，地球人手当を支給されるにしても，基本的に解決されないような過密都市の
住宅環境の劣悪さがプッシュ要因となって，都市から農村への，あるいは，先進国から第三世界諸
国への出稼ぎ人口の逆流が起こるかもしれない。すなわち，地球人手当は，一国内での都市と農村
の間での過疎過密問題，世界規模での急激な国際労働力移動の問題を引き起こした主要な要因を解
消することによって，これらの問題を基本的に解決する20。
第九に，すべての人類が，単一の新しい領主階級となって，地球人手当を支給し続けるためには，
資本家や労働者や自営業者といった副次的な階級への帰属意識を圧倒するような，安定した階級意
識，同じ階級に属するものとしての連帯感が必要である。それは，巨大多国籍企業の活動の完全な
自由を保障する20世紀末以来の世界経済の仕組みが，人類全体に耐え難い不正義をもたらしており，
この不正義を正すために，地球人手当のような新しい仕組みが必要だという世界的な議論の中で形
成されるだろう。その際，社会階級としての賃金労働者階級が消滅することによって不利益をこう
むる資本家階級以外の人々は，前述のように地球人手当の導入によって利益を得るので，新しい領
主階級の形成に賛成するであろう。すなわち，地球人手当の導入を支える新しい領主階級は，巨大
多国籍企業を規制しようとする世界経済の仕組みの改革運動の議論の中から，全世界の労働者階級
や自営業者階級などを中心とするさまざまな人々（マルチチュードといってもいい）によって形成
されていくだろう。
２－２．さようなら家族依存！；ジェンダー・エイジ分析
次に，地球人手当が導入された状態を，ジェンダー（性差）およびエイジ（年齢差）の視点から
分析しよう。
第一に，地球人手当は，男性，女性，老人，子どもの別なく，平等かつ無条件に，個人に対して，
生活に必要なだけの物資が得られるような所得として支給されるために，先進国のみならず，第三
世界諸国における家族の状態を一挙に変えてしまうだろう。すなわち成人男性を最大の稼ぎ手とす
ることで維持されてきた家父長制的家族の経済的基盤が，消滅する。家族は，基本的に，それぞれ
の成員が経済的に自立した，自由で平等な個人による自発的な共同体となる。
20	 中東とポルトガルをめぐる国際労働力移動の事例研究である岡野内1994，2000をふまえた問題提起と
して岡野内2010を参照されたい。
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第二に，その結果，女性に対するエンパワーメントが一挙に実現する。地球人手当によって，女
性が一人でも自活でき，子ども連れでも自活できる条件が整うために，生活のために結婚する必要
もないし，生活の心配のために離婚できないということもなくなる。女性が結婚相手や家族からの
常習的な家庭内暴力の犠牲者となったり，性奴隷的な労働や，差別的な賃金のもとでの労働を余儀
なくされたりといった現象も消滅するだろう。またとりわけ多くの第三世界で見られるように，結
婚した女性が子どもを産む機械として，ひたすら出産を強制されることもなくなるだろう。すなわ
ち，経済的に自立できないゆえに女性がこうむってきた抑圧が解消される。
第三に，子どもの権利が，経済的裏づけによって保障されるようになる。子どもの存在そのもの
が，所得の源泉になるのだから，第三世界のいくつかの国で見られるような，養育費を捻出できな
いために親や保護者が子どもを売り渡すような，児童労働や子ども人身売買は，根絶される。さら
に，子ども自身が地球人手当を受給する権利をもつのだから，後見人としての家族の一員から家庭
内暴力などの不適切な仕打ちを受けた場合でも，そのような後見人家族と離れて暮らすことが容易
になる。
第四に，老人の権利も，経済的裏づけによって保障されるようになる。多くの先進国では，老齢
年金や社会保障制度によって，高齢者の生活は基本的に保護されているが，多くの第三世界諸国で
は，そのような社会保障制度はない。したがって，老後の社会保障として，自分を扶養してくれる
子どもをたくさん産むという女性に負担をかける風習を支える経済的条件も解消される。
第五に，先進国でも第三世界でも深刻化している，若い男女の経済的自立が困難であるがゆえに
結婚が困難になっているという若者の問題が解決されるだろう。
第六に，男女がそれぞれ経済的に自立し，子どもが生まれた場合に子どもの養育費用も保障され
るという状況のもとでは，人々の性的行動が経済的考慮によって左右されることが基本的になくな
る。さらに，地球人手当によって，長時間労働に従事する必要がなくなれば，男女間のさまざまな
レベルでの交流とコミュニケーションを発展させることがより容易になるだろう。このような状況
は，グローバルに進む性の商品化，性産業のグローバル化を需要の側面から阻む方向に作用するだ
ろう。
第七に，家族を養う義務を負う男性役割に伴う心理的負担から男性が解消されることによって，
しばしば暴力的で，権威主義的な男性中心の家父長的文化が，根底から変化してくる可能性がある。
２－３．隣近所で作る新しい民族；民族・エスニシティ分析
次に，民族あるいはエスニシティの側面から分析してみよう。
第一に，地球人手当は，民族や国家の枠を越えて，実際に全世界の人類の生産物（生産物に対す
る請求権）を分け合う，地球人の共同体を作り出す。それは，直接目で見ることができないという
意味では，想像された共同体にすぎないが，地球人手当によって生活物資を購入して消費すること
によって，からだ全体で，地球規模の共同体の意思を受け取り，存在を感じることができる。その
意味では，現実の共同体である。すなわち，地球人手当は，全世界の個人を成員として，相互に生
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活を保障しあう地球規模の共同体，すなわち地球人共同体を，事実上，作り出してしまう。
第二に，地球人手当の導入は，第三世界の多くの民族紛争において人々を動員する要因となって
いる経済的な生活の困難を解消する。先進国の場合でも，徴兵制のない国では，有利な職を得るこ
とが困難であるがゆえに貧困層が軍隊に加わる場合が多いことが指摘されているが，第三世界では，
正規軍であれ，民兵であれ，テロリストと呼ばれる反政府的なゲリラ集団であれ，生活苦や就職難
からこれらの戦闘集団に加わる場合が多い。歴史的な屈辱や虐待の記憶，実際の政治的弾圧や法的
差別をもとに，民族解放のイデオロギーが形成されるが，それが激しい武装闘争の形をとるのは，
経済的な生活困難を伴う場合であろう。民族解放後のユートピアは，必ず経済的な生活困難から解
放された状態として描かれる。地球人手当の支給によって，基本的な生活が保障されれば，あえて
自分あるいは他人の命を危険にさらす武装闘争によって目的を達しようとする民族解放組織は存続
が難しくなるだろう。それは，民族紛争に対処するという理由で軍備強化している政府についても
あてはまる。すなわち，地球人手当の導入によって，民族対立の諸問題の武力によらない解決をめ
ざす話し合いが促進される21。
第三に，地球人手当の導入には，個々人に対する支給手続きにかかわる事務作業と，支給された
手当が，基本的な生活を送る上で十分なものであるかどうかをその地方の実情に即してモニターす
る必要から，地方自治体すなわち住民コミュニティによる小規模の住民自治組織の存在と，その公
正で効率的な運営が必要だ。すなわち，地球人手当は，全世界に，透明性の原則をもつ小規模の住
民自治組織を作り出す。
第四に，地球人手当の存続のためには，地球上のあらゆる経済活動を対象として課税を検討しつ
つ財源を確保する必要があるために，つねに人類全体の意思として，地球人手当を存続させる意思
を確認し，表明していく必要がある。そのような意思表明と確認のもっとも基礎的な組織は，地球
人手当の支給を担当する前述の小規模の住民自治組織となるだろう。地球人手当が，性別年齢の区
別なく個々人に対して支給されるものであることから，それに対応する住民組織も，あらゆる個人
の参加を促すことになる。すなわち，地球人手当は，その支給のために全世界に作られた，小規模
の住民自治組織の民主主義的運営に支えられることによって，存続する。
第五に，地球人手当を支える小規模住民自治組織が個々人の生活保障に根ざして運営されていく
ことになれば，人々の帰属意識も，その住民自治組織への帰属を基礎として，地球人としての連帯
を意識するものとなってくるだろう。しかも，前節で検討したように，家族は，すでにそれぞれが
地球人手当を受け取る個々人の自由な結合組織に変化している。とすれば，小規模住民組織は，自
由な個人がある地域での居住を通じて結合する，個人主義的な部族集団のようなものとして，意識
されるようになるだろう。すなわち，地球人手当は，小規模住民自治組織への帰属意識を強化する
だろう。
21	テロの時代といわれるのと同時に，かつてないほど，第三世界諸国で，非暴力の話し合いによる人権問
題解決の努力が進められていることについて，岡野内他2007を参照。
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第六に，一方で地球人共同体への帰属意識が作られ，他方で小規模住民自治組織への帰属意識が
強まるにしたがって，近代以後に強化されてきたネイションあるいは国民国家への帰属意識が相対
的に弱くなるだろう。すなわち，地球人手当は，ナショナリズムの拡大や暴発を抑える方向で作用
する。
第七に，地球人手当を支給できる体制への移行は，20世紀末以降の全世界の国民国家の動向の
中から展望できる。経済的には，ほとんどの国は，WTOへの参加を通じて，近代的な国家主権を
超える経済体制の整備を進めてきた。法的には，世界人権宣言に始まり，国際人権規約その他の諸
条約など，国際人権法が強化され，国際司法裁判所（ICJ）から国際刑事裁判所（ICC）の設置に
至る制度的な整備も進められてきた。政治的，軍事的にも，冷戦後のアメリカ中心の一国主義の強
まりという紆余曲折はありながらも，その憲章の中で世界連邦的な統治機構を目指すことを掲げる
国際連合は，決定的に弱体化してきているわけではない。近代国民国家体制発祥の地であるヨーロ
ッパから，EUのように，小規模住民自治体を強化すると同時に，旧来のネイションを越えた帰属
意識を作り出すような，民主主義的な連邦制を強化する方向を持った動きが，紆余曲折の中で進め
られつつある。すなわち，グローバル化しつつある国民国家自身が，民族の壁を越えて，地球人手
当を支給する体制への移行を求めていく可能性がないわけではない22。
２－４．だいじに使おうみんなの地球；エコロジー分析
次に，エコロジーの側面から分析してみよう。
第一に，地球人手当が導入されることによって，地球上のすべての人々が，無条件に生活物資を
保障されるとすれば，これまで，地球と生態系のことを考えるとよくないとはわかっていながら，
生活のために続けられてきたさまざまな環境破壊的な生産活動が，農林水産業をはじめとするあら
ゆる産業の自営業者や労働者によって，自発的に消滅させられるだろう。すなわち，地球人手当の
導入によって，人々は，生活のために環境への配慮を犠牲にする必要がなくなる。
第二に，地球人手当の導入によって，過酷な労働条件のもとで働く多くの労働者が，職場を離れ
ることによって，産業構造全体が大きく転換するが，その過程で，生活必需品中心の産業構造が形
成されるだろう。それまでの，兵器生産を含む奢侈品生産部門は縮小されるだろう。すなわち，労
働者不足による産業構造の縮小的転換じたいが，地球環境への圧力を減少させるだろう。
第三に，前述したように，都市から農村への人口移動が起こるだろうが，その過程で，衣食住に
必要な物資を自家生産しようとする動きが広まるだろう。そこでは，安全な有機農業や無農薬栽培，
無添加の自然食品の生産の動きが広まるだろう。すなわち，地球人手当によって，地産地消の有機
22	ネイションを超えていく新部族主義という筆者なりの展望について，岡野内2009を参照。また，その
視点を，パレスチナ問題に適用して，解決への展望を示すものとして，岡野内2008-9を参照されたい。グ
ローバル・ベーシック・インカム導入との関連では，2009年10月にイスラエルのハイファで行なわれた
国際ワークショップおよび2010年５月の日本中東学会でパレスチナ問題に側した問題を提起する報告を
行った。
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農業や基礎的生活物資の自家生産が促進されるだろう。
２－５．三度のただ飯でゆっくりミーティング；公共圏分析
最後に，公共圏の視点から分析してみよう。
第一に，地球人手当によって，生活のための労働から解放された人々は，私生活のための時間の
充実のみならず，公共の場での議論に参加するゆとりと暇とを手に入れる。すなわち，後期資本主
義社会において，マスメディアによる大衆操作の場になってしまい，大衆は，拍手をするだけの場
になってしまった公共圏を変革すべく，人々が公共の場での議論に参加する条件が整う。
第二に，前述のように，小規模の住民自治組織が重要な役割を果たすようになるにともなって，
顔を付き合わせる直接のコミュニケーションが可能な，小規模住民自治組織が，諸個人が平等な資
格で参加する新しい公共圏として世界的に大量に形成されることになる。
第三に，先進国はもとより，すでに多くの第三世界地域でも，インターネットなどの通信技術の
普及によって，人々は，多面的な情報を瞬時に入手しながら，また，地球規模のネットワーク的な
連携をもって連絡を取り合いながら，小規模住民自治組織での議論に参加することができるように
なる。すなわち，直接的コミュニケーションの公共圏である小規模住民自治組織は，その構成員が
インターネットを駆使して形成する地球規模のネットワークを通じて，地球規模の公共圏を構成す
る可能性を持つ。
第四に，地球人手当によって，生活に余裕のできた人々は，小規模住民自治組織での議論を基礎
に，世界的なネットワークをもって連携をとりながら，過去の不正義にかかわる正義回復の問題を
提起することになるだろう。それは，あたかもパンドラの箱を開けたかのように，際限なく噴出し
てくることだろう。過去の暴力だけでなく，植民地時代にさかのぼる先住民からの土地収奪などの
土地問題がその中心を占めることになるだろう。しかし，地球人手当によって，それらの問題につ
いても，じっくりと時間をかけて，調査と対話を繰り返しながら，非暴力的に和解と解決の道を探
ることができるようになるだろう。すなわち，地球人手当は，過去の侵略の不正義にかかわる正義
回復を追及する道を開く公共圏を提供する条件を切り開くことができる23。
３．ほうっておけない世界のルール！；導入にかかわる倫理の問題
地球人手当導入にかかわる倫理の問題として，次の五点を指摘したい。
第一に，傍観者でいることが許されるか，という問題である。すなわち，全世界には飢餓と貧困
に苦しむ人々が数億人いるときに，多くの先進国や大都会では，肥満がふえ，大量の食物や生活物
資が活用されないまま廃棄されているという現実。このような現実を前に，何かをしよう，何かで
23	ここでの公共圏のイメージは，筆者が2005-6年にニュージーランドで行った，先住民の権利問題の調査
に基づいている。岡野内2006を参照
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きることをしよう。何をなすべきか，という問いが，1970年代半ばのアフリカの飢餓問題以来，
世界を動かしてきた。世界的に飢餓と貧困に苦しむ人々の救済を訴えるキャンペーンが行われ，
人々は，NGOを作り，各国政府は，直接ODAで，あるいは国際機関を通じて人道的援助を強化し
た。それ以来すでに30年になるが，世界の世論は，飢餓と飽食がこの地球上に同時散在するとい
う現実の傍観者であることを許してはいない24。
第二に，いつまでも同じ失敗を繰り返していていいのか，という問題である。これは，いわゆる
「援助疲れ」という現象と関連している。当初の緊急援助から，農村が自立できるような，さらに
都市の貧困層が自立できるような，自立をめざす援助が追及された。そのために，道路や通信設備
などの産業基盤への援助が強化された。もっとも，当初から巨大多国籍企業の地球規模の利潤追求
活動こそが第三世界の飢餓と貧困の原因であり，多国籍企業の規制なくして，問題の解決なし，と
いう議論は行われていた。しかし，このような多国籍企業規制論は，1980年代以降，規制緩和を
説く新自由主義経済理論に圧倒されてしまう。むしろ多国籍企業の受け入れによって経済発展し，
そこから滴り落ちてくる利益によって，第三世界を飢餓と貧困から脱出させようという政策が採ら
れた。なるほど多国籍企業に選ばれた若干の国は，債務累積と構造調整による貧困層への犠牲の強
要を代償として経済発展したが，1997年と2008年の世界的な金融危機が示すように，むしろ経済
的には不安定になり，世界全体の飢餓と貧困も解決しなかった。こうして，いっこうに解決されな
い飢餓と貧困の現実を前に，「援助疲れ」が語られるようになった。飢餓と飽食の現実をなんとか
しなければ，という人々の思いが裏切られたのである。援助は失敗であった。それは，同じ失敗を
繰り返したくないという健全な反応である。すなわち，これまでの援助とは，根本的にちがったや
り方が求められている。地球人手当の導入は，その有力な代替案となるだろう。それは，多国籍企
業の規制という古くからの課題をからめ手から実現する道でもある25。
第三に，そもそも生活できるだけの稼ぎが得られる仕事の数が限られているために，だれかが得
られなくなってあぶれてしまうというルールはひどすぎないか，という問題である。WTOが目指
している規制のない自由な世界市場は，この問題を考慮に入れていない。つまり，人間はだれでも，
がんばれば，生活できるだけの稼ぎの得られる仕事につくことができる，ということが前提されて
いる。これは完全雇用をめざす経済政策の前提であるだけでなく，多くの国々でも漠然と人々に共
有されている観念ではあるが，事実に反している。女性と労働意欲のある高齢者をも含めるならば，
これまでに完全雇用を達成した国はない。家族のためにする子育てなどのケアの仕事では，賃金を
得ることができない。技術発展によって常に，労働力は削減され，労働は，単純化し，機械やコン
ピュータに置き換えられていく。それは，雇用の場では，低賃金のいわゆる非正規労働者の増大と
して現れてくる。これは，一見平等で公正な自由競争に見えるが，必ず生活できない脱落者を出す。
24	このような倫理的問題について挑んだスーザン・ジョージの著書（『ルガノ秘密報告』）に関連して，岡
野内2002を参照。なお，Pogge2008＝2010も参照。
25	多国籍企業の規制問題について，岡野内2001を参照。いわゆるBOPビジネス論はこの対極をなす。
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したがって，生活のルールとしてみれば，バトル・ロワイヤル，あるいはロシアン・ルーレットに
比すべき，残酷で不条理で，倫理的には退廃的なルールというべきであろう。もとより，これに対
しては，すべての人々に，仕事を割り当てるというソ連以来の社会主義のやり方がある。そして，
仕事とは無関係に，生活を保障するというベーシック・インカムのやり方がある。
第四に，世界規模で見たときの人生の出発点の不平等は，放置できないのではないか，という問
題である。ユニセフは，すでに1970年代から，全世界の子どもたちに，平等に，基礎的な栄養と
生活環境，保健・医療サービス，教育を保障すべくキャンペーンを行い，活動してきた。子どもに
ついては，平等にその生活を世界的に保障しようという国際的なコンセンサスはすでに得られてい
るように思われる。とすれば，地球人手当までは，あと一歩である。
第五に，そのような出発点の不平等の原因を解明して，再発を防ぐ必要があるのではないか，と
いう問題である。すでに，アフリカの植民地支配の責任を問う声は，国連の人権会議でも出ている。
2008年の先住民の権利宣言も，過去の不正義を水に流すのではなく，正義回復の手段をとること
を各国政府に義務付けた。植民地主義の時代に行われたような暴力を繰り返さないためにも，過去
の暴力をあいまいにすることはできない。また，過去の暴力を原因のひとつとして，今日の飢餓や
貧困があるとすれば，それに対する救済が必要となる。この意味でも，地球人手当の導入は，倫理
的な意義をもつ。
以上のように，今日の世界のルールは，倫理的に破綻し，モラル・ハザードに陥っているという
ほかない。９・11事件とそれに続く，アメリカ政府などによるテロと国家テロとの応酬がそれを
示している。人類の平等を前提に倫理的課題を考えるとき，地球人手当の導入が緊急の課題となっ
てくる。
４．安心してサボれる社会づくり─モノからヒトへのポスト勤労社会─
以上，地球人手当の概略に引き続いて，第２章では，地球人手当が導入されることによって解決
されうる問題をさまざまな視点から検討，分析して，地球人手当が導入されるという事態が，いか
に画期的なものであるかを示した。同時に，地球人手当の導入を阻む困難がどれほど深いものであ
るかが，明らかになった。
すなわち，地球人手当は，近代資本主義世界システムの階級対立を基本的に解消する。近代家族
という幻想の共同体を最終的に解体する。民族国家（ネイション・ステイト）あるいはネイション
という想像の共同体も同様である。さらに，自然と人間とのエコロジカルなバランスを考慮に入れ
ることができないような経済的な競争の仕組みも解消してしまう。そして，ローカルなコミュニテ
ィのつきあいを基礎として，グローバルな広がりをもつ，人々のコミュニケーションが行われる濃
密な時間と空間とが地球を覆うという展望が開けてくる。そこでは，後期資本主義世界システムを
覆った，大衆操作的なマスメディアによる病理的な公共圏が構造的に転換されることになるだろう。
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逆に言えば，それだけの課題を解決しうるような社会運動の世界的な高まりの中でしか，地球人手
当の導入は現実のものとしては展望できない，ということになる。
続いて，第３章では，地球人手当導入の基本的な動因となるべき，倫理上の論点を示した。それ
は，人類史の新しい段階ともいうべき，人類全体に基本的生活物資を提供してあまりある生産能力
を持つ時代（筆者は，このような時代をポストモダンの時代と呼びたい）に，飢餓と貧困を放置し
ておいていいのか，という問題である。近代社会の経済倫理は，飢餓と欠乏からの自由を求めて，
ひたすら勤勉に，自分の仕事に励むことであった。とすれば，自分の仕事に忙しくて，他人のこと
を省みる暇がなかったというのは許される言い訳である。しかし，世界全体でみて，すでに飢餓と
貧困から解放されるだけの十分な物資が造られている時代，すなわちポストモダンの時代に，その
言い訳は許されない。1970年代このかた，ポストモダンの時代に突入しながら，いまだに飢餓と
貧困を解決できない人類社会は，モラル・ハザード（道徳的破綻）に陥っていると言わねばならな
い。刑罰の確定した人でさえ，衣食住は提供されるのに，何の罪もない人が，飢えと寒さと夜露に
苦しむのは，まことに不公平ではないだろうか。
最後に，私たちの内面に根付く，勤労と勤勉の価値観と生活態度が，地球人手当の導入を阻むも
のであることを指摘したい。今の時代に合わなくなった近代的な経済倫理が，モラル・ハザードを
引き起こしているのだ。一直線に突っ走る，がむしゃらの勤勉がむしろ現代世界では，危険なもの
となっているとすれば，今日求められているのは，さまざまな方向を向いた人々のエネルギーを理
解しあい，わかるまでとことん話し合う，そんな生活態度ではないだろうか。倫理的課題としてコ
ミュニケーションを重視し，異なるものとの意思疎通に悦びを感じる。そんな倫理観と美意識が，
ポストモダンのポスト勤勉（Post-Industrious）社会に，求められているのではないだろうか。
まじめに，ひたすら働き続けなければならない，と考えるのは，近代社会の価値観にほかならな
い。すでに生活必需品の生産が，人類全体にとって，あまりあるほどのものとなった現代では，す
でにそのような価値観は，歴史的使命を終えたと言わねばならない。ポスト産業（Post-Industrial）
社会は，ポスト勤労（Post-Industrious）社会にならねばならない。地球人手当の導入は，人類の
社会全体に対して，そのような，歴史的な価値観の転換を要請していると言えよう。
そうはいっても，まじめにはたらかなくても生きていける世界なんて，やはりまちがってる，と
思う人がいるかもしれない。そんな人のために，「浦河べてるの家」を紹介したい26。
べてるの家は，人口一万三千あまりの北海道の過疎地で，退院した統合失調症の人々が設立した
会社やNPOなどからなる共同体だ。それは，「安心してサボれる会社づくり」をモットーに，「三
度のメシよりミーティング」をたくさん行い，病気をかかえたお互いの「気分と体調と良かったこ
とと苦労」を確認しながら運営されている。「治さない，治せない医者」と「社会復帰をめざさな
いソーシャル・ワーカー」のもとで，「金儲けをしよう」「社会復帰より社会進出を」という目標を
26	浦河べてるの家2000，2006など，さらに人類学的研究である浮ヶ谷2009を参照。なお，2008年夏，
2009年夏の現地訪問の際の聞き取りにもよる。
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もち，「精神病で町おこし」「病気で売ります」をモットーに，その地域特産の昆布のハギレを「精
神バラバラ昆布」と称して売ったり，カフェを運営して地元や全国から来る見学客との交流の場と
したり，事業としてもまずまずの成功をおさめている。
そこでは，徹底的なコミュニケーションの追及が行われており，異なるものの意思疎通の悦びが，
当事者だけでなく，筆者をも含む全国から来る見学の人々を魅了している。ここで注目したいのは，
この事業が，生活保護によって支えられているという側面を持つことだ。すでに成人になり，ある
いは高齢になったべてるのメンバーの多くは，生活保護によって，基本的な生活費を得ながら，べ
てるで働いて，最低賃金法が適用されない，わずかな額の「賃金」を得ている。「安心してさぼれ
る会社づくり」は，生活保護に支えられている。
地球人手当が導入された世界は，このべてるの家のようになるのではないだろうか。基本的な生
活が保障されたうえで，とことん意思疎通の悦びを追及していくことの中から，ゆったりと金儲け
を楽しみ，仕事を通じる社会参加を楽しむ平和な世界が開けてくるだろう。
すなわち，今日の世界を覆っている暴力への衝動に関して，べてるの家で行われているような，
当事者研究が始まり，「爆発」をコントロールしていくことが可能になるかもしれない。
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